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１．はじめに 

地域における産業の相対的な集積度を簡便に計測

可能な地域特化係数（Location Quotient: LQ, Florence, 

1939）は，地域科学分野において幅広く利用されて

きた．LQは，経済活動の空間分布の分析や地域経済

の強みである基盤産業の把握を行う代表的な係数の

ひとつである（e.g., 黒田ほか，2008）． 

地域 i における産業 p の地域特化係数 LQi,p は式

（1）で定義される： 

LQ𝑖,𝑝 =
𝑥𝑖,𝑝
𝑔𝑝
. (1) 

ここで，xi,pは地域 i における産業 pの従業者数シェ

ア率，gpは全国における産業 p の従業者数シェア率

である．LQi,p = 1であれば，地域 i における産業 pの

シェア率は，全国レベルと同じであることを示す．

LQi,p > 1であれば，全国平均を超えて地域 i に産業 p

が集中していることを示し基盤産業とみなされる．

一方， LQi,p < 1であれば，非基盤産業とみなされる． 

 LQは様々な改良版が提案されている．式（1）の

計算に必要なデータは従業者数のみのため，比較的

データが集めやすく計算も容易で，解釈もわかりや

すいといった利点がある．一方で，基盤産業と非基

盤産業の区別に用いる閾値の設定に批判があり，こ

の点の改良が長年行われている（Guimaraes et al., 

2009）．O’Donoghue and Gleave（2004）は，基準化し

た LQ を提案し，正規性の検定によって区別する方

法を提案している．Tian（2013）は LQを対数化した

上で基準化を行い， bootstrap法を用いて統計的検定

を行う評価方法を提案している．この他に，LQ は経

済波及効果の分析に用いられる産業連関表の交易係

数の推定手法としても広く用いられており，推定精

度の向上を目的として LQ をベースとした開発が近

年注目されている（e.g., Pereira-Lopez et al., 2020; 

Buendia et al., 2022）． 

本研究ではさらなる LQ の改良に向けて，新たな

課題を指摘する．式（1）の分子，分母のシェア率は，
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組成データ（compositional data）と呼ばれる，各変量 

の総和が一定（たとえば，百分率であれば 100，割

合であれば 1）という定数和制約の掛かったベクト

ルの一変量を抜き出したものである．産業 p のシェ

ア率の計算に含まれる産業 p以外のシェア率の影響

を捨象しており，全産業のシェア率を考慮の上で産

業 pに着目する指標になってはいない． 

そこで本研究では，地質学や鉱山学で用いられて

きた組成データに対する解析手法（Compositional 

Data Analysis: CoDA, Aitchison, 1982）を援用し，全産

業のシェア率を考慮した新たな地域特化係数を提案

する．CoDA は，組成データの特性である定数和制

約について，対数比変換に基づいた方法で対処を試

みる統計解析手法の枠組みである（e.g., Pawlowsky-

Glahn et al., 2015）．CoDAを援用することにより，定

数和制約に起因する問題に対応し，特定の産業だけ

でなく産業構成全体の情報も取り入れた新たな地域

特化係数を開発できる可能性がある． 

 以下，まず第 2 章では，CoDA の基本演算子を導

入し，新たな地域特化係数 Location Powered Quotient 

(LPQ)を提案する．次に第 3章では，本研究で用いる

産業組成データについて説明し，LPQの分析例を従

来の LQ とも比較しながら考察する．最後に第 4 章

で本研究の今後の展望と課題を述べる． 

 

２．Location Powered Quotient (LPQ) 

以下では，まず組成データ解析の基本演算子を導

入し，LQの改良版を提示する．変量数が D，各変量

が比率で与えられた組成データベクトル  𝐱 =

(𝑥1, 𝑥2, … , 𝑥𝐷)の標本空間（単体空間）は式（2）で定

義することができる： 

𝒮𝐷 = {𝐱 |𝑥𝑝 > 0, 𝑝 = 1,2,… ,𝐷,∑𝑥𝑝

𝐷

𝑝=1

= 100}. 

 (2) 

CoDA において，𝒮𝐷のベクトル空間は，摂動演算

（pertubation operation，式 3）： 

𝐱⊕ 𝐲 = 𝒞(𝑥1 ⋅ 𝑦1, … , 𝑥𝐷 ⋅ 𝑦𝐷) ∈ 𝒮
𝐷 (3) 

と，冪演算（powering operation，式 4）： 

𝛼 ⊙𝐱 = 𝒞(𝑥1
𝛼 , … , 𝑥𝐷

𝛼) ∈ 𝒮𝐷 (4) 

によって定義される（Aitchison, 1986）．ここで，𝐱, 𝐲 ∈

𝒮𝐷，𝛼 ∈ ℝ であり，𝒞(⋅) は式（5）で表されるよう

に，非負ベクトル 𝐳 = (𝑧1, 𝑧2, … , 𝑧𝐷) ∈ ℝ+
𝐷の閉鎖演

算（closure operation）である： 

𝒞(𝐳) = (
100 ⋅ 𝑧1
∑ 𝑧𝑝
𝐷
𝑝=1

, … ,
100 ⋅ 𝑧𝐷
∑ 𝑧𝑝
𝐷
𝑝=1

) ∈ 𝒮𝐷 . (5) 

摂動演算，冪演算はそれぞれ単体空間上の足し算，

掛け算に相当する．  

以上の演算子に基づき，新たな地域特化係数 𝛂𝑖 ∈

ℝ𝐷を導入する．地域 i の産業組成を 𝐱𝑖 ∈ 𝒮
𝐷，全国

の産業組成を 𝐠 ∈ 𝒮𝐷として，次の冪演算を考える： 

𝒙𝑖 = 𝛂𝑖⊙𝐠 

= 𝒞(𝑔1
𝛼𝑖,1 , … , 𝑔𝐷

𝛼𝑖,𝐷) 

= (
𝑔1
𝛼1

𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷 , … ,
𝑔𝐷
𝛼𝐷

𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷). 

(6) 

なお，紙幅の都合，𝛂𝑖 , 𝐱𝑖の添え字 i を以下省略する．

式（6）より次の連立方程式が得られる： 

     

{
 
 

 
 𝑥1 =

𝑔1
𝛼1

𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷

⋮

𝑥𝐷 =
𝑔𝐷
𝛼𝐷

𝑔1
𝛼1 +⋯+ 𝑔𝐷

𝛼𝐷

  

⇔ {
log 𝑥1 = 𝛼1 log 𝑔1 − log(𝑔1

𝛼1 +⋯+𝑔𝐷
𝛼𝐷)

⋮
log 𝑥𝐷 = 𝛼𝐷 log 𝑔𝐷 − log(𝑔1

𝛼1 +⋯+ 𝑔𝐷
𝛼𝐷)

. 

(7) 

式（7）の両辺で和をとり整理する： 

     log 𝑥1 +⋯+ log 𝑥𝐷 

= (𝛼1 log 𝑔1 +⋯+𝛼𝐷 log 𝑔𝐷)

− 𝐷 log(𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷) 

  ⇔    log(𝑥1…𝑥𝐷) = log
𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷

(𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷)
𝐷 

              ⇔  𝑥1…𝑥𝐷 =
𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷

(𝑔1
𝛼1 +⋯+𝑔𝐷

𝛼𝐷)
𝐷 

⇔ 𝑔1
𝛼1 +⋯+ 𝑔𝐷

𝛼𝐷 =
(𝑔1

𝛼1 … 𝑔𝐷
𝛼𝐷)

1
𝐷

(𝑥1…𝑥𝐷)
1
𝐷

. 

(8) 

式（8）を式（7）の連立方程式に代入し整理する： 
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{
  
 

  
 

𝑥1

(𝑥1…𝑥𝐷)
1
𝐷

=
𝑔1
𝛼1

(𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷)
1
𝐷

⋮
𝑥𝐷

(𝑥1…𝑥𝐷)
1
𝐷

=
𝑔𝐷
𝛼𝐷

(𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷)
1
𝐷

  

⇔

{
 
 
 

 
 
 
log (

𝑥1

(𝑥1…𝑥𝐷)
1
𝐷

) = log(
𝑔1
𝛼1

(𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷)
1
𝐷

)

⋮

log (
𝑥𝐷

(𝑥1…𝑥𝐷)
1
𝐷

) = log(
𝑔𝐷
𝛼𝐷

(𝑔1
𝛼1… 𝑔𝐷

𝛼𝐷)
1
𝐷

)

 

⇔ 

{
  
 

  
 log 𝑥1 −

1

𝐷
∑ log 𝑥𝑝

𝐷

𝑝=1

= 𝛼1 log 𝑔1 −
1

𝐷
∑𝛼𝑝 log 𝑔𝑝

𝐷

𝑝=1

⋮

log 𝑥𝐷 −
1

𝐷
∑ log 𝑥𝑝

𝐷

𝑝=1

= 𝛼𝐷 log 𝑔𝐷 −
1

𝐷
∑𝛼𝑝 log 𝑔𝑝

𝐷

𝑝=1

. 

 (9) 

式（9）の連立方程式を行列で表す： 

     

[
 
 
 
 
 
 
log 𝑥1 −

1

𝐷
∑ log 𝑥𝑝

𝐷

𝑝=1

⋮

log 𝑥𝐷 −
1

𝐷
∑ log 𝑥𝑝

𝐷

𝑝=1 ]
 
 
 
 
 
 

=

[
 
 
 
 
𝐷 − 1

𝐷
log 𝑔1 ⋯ −

1

𝐷
log 𝑔𝐷

⋮ ⋱ ⋮

−
1

𝐷
log 𝑔1 ⋯

𝐷 − 1

𝐷
log 𝑔𝐷]

 
 
 
 

[

𝛼1
⋮
𝛼𝐷

] 

          = 𝐀𝛂. 

 (10) 

ここで，行列 Aは特異行列となるため，ムーア・ペ

ンローズ形一般逆行列により疑似逆行列 A+を得る．

式（11）の両辺に左から A+ を掛けることで，最小二

乗解 α を得ることができる．冪演算から導出できる

ことから，新たな地域特化係数  𝛂  を Location 

Powered Quotient (LPQ) と呼ぶ． 

 

 

 

３．分析と考察 

3.1. 産業組成データ 

本研究で用いるデータは平成 28 年経済センサス

活動調査の産業別従業者数である．データは政府統

計窓口 e-Stat からダウンロードした．今回の分析で

は，現行の日本標準産業分類（大分類）の各産業別

従業者数を，地域が 47都道府県，産業が 3分類にな

るよう集計した．産業 3分類は，「第 1次産業」に A

農業・林業，B漁業，C 鉱業・採石業・砂利採取業，

「第 2 次産業」に D 建設業，E 製造業，F 電気・ガ

ス・熱供給・水道業，そして「第 3次産業」に G情

報通信業，H 運輸業・郵便業，I 卸売業・小売業．J

金融業・保険業，K 不動産業・物品賃貸業，L 学術

研究・専門・技術サービス業，M宿泊業・飲食サー

ビス業，N 生活関連サービス業・娯楽業，O 教育・

学習支援業，P医療・福祉，Q複合サービス事業，R

サービス業（他に分類されないもの）を割り当てた．

なお，S公務（他に分類されるものを除く），T 分類

不能の産業は，e-Stat から取得可能なデータに含ま

れていないため，集計から除外した．地域特化係数

を計算するにあたり，定数和が 100となるよう閉鎖

演算（式 5）により組成データに変換した．図 1 に

集計した産業組成データの三角図を示す．シェア率

は，「第 1次産業」が 10%以下，「第 2次産業」が 40%

以下，「第 3 次産業」が 60%以上にいずれの都道府

県も位置していることが確認できる． 

 

 

図 1．産業組成データの分布 

 

3.2. 分析結果と考察 

LQ と比較しながら提案した LPQ の解釈について
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考察する．図 2 は，LQ と LPQ の散布図に両軸で 1

となる水平線と鉛直線を加えたものである．LQ は

前述の通りであるが，LPQも同様に，式（9）あるい

は（10）において𝛂 = 𝟏であるとき両辺が一致するこ

とから，両係数とも 1 を解釈上の閾値とした．LPQ

は LQ ほど直観的な解釈ができないが，LQでいうと

ころの分子に相当するのは地域における産業構成内

の偏差であり，分母に相当するのも変量数で調整さ

れた全国における産業構成内の偏差である．ここで，

「第 1 次産業」のパネルにおける宮崎県は，LQ で

は最も大きい値であり 1より大きく，LPQでは最も

小さい値であり 1より小さいところに位置している．

宮崎県の産業組成データは，（i）「第 1産業」のシェ

ア率が他の都道府県のそれと比べて最も大きいが，

（ii）他の都道府県と同様に宮崎県内における「第 1

次産業」のシャア率は最も小さい．LQ は（i）のみ

を考慮し，LPQ は（i）と（ii）を同時に考慮する指

標である。（ii）を反映した結果，宮崎県の LPQ は値

が 1より小さくなった可能性があり，直観にも沿う．

一方で，（i）を反映するのであれば，「第 1産業」の

シェア率が他の都道府県のそれと比べて最も小さい

大阪府や東京都の LPQは，宮崎県より小さな値をと

るのが自然であり，解釈には課題が残る． 

 図 3は，上記の課題の検証として符号が LPQ の解

 

図 2：（LQ）－（LPQ）の散布図 

 

 

図 2：（式（10）の左辺）－（LPQ）の散布図 
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に依らない式（10）の左辺と LPQの値の散布図であ

る．式（10）の左辺は地域の産業構成内の偏差とみ

ることができることから閾値を 0とし，LPQ は同様

に閾値を 1とした．各産業のパネルより，式（10）

の左辺の符号の分布は，「第 1 次産業」は負，「第 2

次産業」は 0付近，「第 1次産業」は正であり直観に

整合的である．一方で LPQの順序はいずれも直観に

反しており解釈には議論の余地がある． 

 

４．おわりに 

 本研究では組成データ解析手法に基づく演算子を

応用し，特定の産業だけでなく産業構成全体を考慮

に入れた地域特化係数を提案した．提案した係数を

日本の産業分類データに応用し，その地域特化の程

度の解釈を検討した．本研究と同様のアプローチは，

Local Moran’ I 統計量（Anselin, 1995）や H 統計量

（Ord and Getis, 2012）といった空間的自己相関，空

間的異質性を測る一変量データを入力としている空

間統計量を定数和制約付き多変量データ用に拡張す

る際にも役立つ可能性がある． 

今後の展開には，まずは LPQの解釈についてさら

に検討することが挙げられる．その後，空間統計量

への拡張に取り組みたい．また，組成データ解析手

法の大きな課題である 0 値の対応についても，

Andreano（2019）などの最近の検討を参考にしなが

ら，分類数を増やした場合にも柔軟に適用可能で（分

類を細かくするほど 0 値が生じやすい），より詳細

に地域特化の程度を測る方法について検討したい．

さらに，従来の LQ の改良として長年検討されてき

た統計的検定による評価方法を提案手法に採用する

ことを検討したい． 
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